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はじめに

アメリカは多くの移民を受け入れている移民国家である。2025年 6 月現在，アメリカには人

口の15.4％を占める5,190万人の移民（外国生まれ人口）がいる1 ）。その多くは都市に居住して

おり，都市の人口に占める移民の割合は大きい。

連邦制国家であるアメリカの移民政策において，連邦政府は出入国管理，永住権及び国籍・

市民権の審査，連邦政府の運営する社会保障制度の受給権設定などを担っている。他方で，州

政府と地方政府は保育，教育，医療，社会福祉，法律支援などの公共サービスを提供して移民

を社会に統合する役割を担っている。

1990年代以降，連邦政府レベルでは移民政策の厳格化が目立つ。1996年に成立した個人責

任・就労機会調整法（Personal Responsibility and Work Opportunity Reconciliation Act）で

は，移民の福祉受給が大きく制限された2 ）。2000年代からは移民の取り締まりや国境管理の

†東北学院大学経済学部准教授
1 ）	 Kramer and Passel （2025）．
2 ）	 佐藤（2014）第 3 章。
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強化が進められており，それらの政策は第一次トランプ政権によって過激化された3 ）。そして，

バイデン政権による寛容な移民政策の下で非正規移民は急増したが，第二次トランプ政権は第

一次政権時よりもいっそう強硬な移民政策を推進している4 ）。

他方，州・地方政府レベルでは，移民の受け入れと支援にどの程度寛容であるかは州や地方

によって様々であるが，本稿で注目する都市自治体については，移民に寛容で様々な移民支援

政策を独自に展開している都市は多い5 ）。移民に包摂的なコミュニティをつくる社会運動を

展開している非営利団体ウェルカミング・アメリカ（Welcoming America）が主導するウェ

ルカミング・ネットワーク（Welcoming Network）という地方政府・非営利団体ネットワー

クには，2023年現在90都市が参加している6 ）。さらに，ボストン市，シカゴ市，ニューヨー

ク市，フィラデルフィア市，サンフランシスコ市などは，非正規移民に寛容な聖域都市（sanc-

tuary city）として知られている7 ）。

本稿は，アメリカにおける大都市の移民支援政策の現状を財政の視点から検討する8 ）。ア

メリカでは移民の状況や移民支援政策だけでなく財政の制度や状況も都市によって多様である。

本稿ではニューヨーク市を事例として，移民支援政策の現状をアダムス市政期（2022年～2025

年）の財政運営に焦点を当てて検討する9 ）。ニューヨーク市は歴史的にアメリカの玄関口と

して多くの様々な移民を受け入れてきたアメリカ最大の移民都市であり，2023年現在，人口の

38％を占める303万8,550人の移民（外国生まれ人口）が居住している10）。同市では移民支援政

策の担当部局である市長室移民政策部（Mayor’s Office of Immigration Affairs）（以下，移民

3 ）	 南川（2019）。
4 ）	 窪谷（2025a），窪谷（2025b）。
5 ）	 Chacko and Price （2025）， de Graauw （2021）， Huang and Yang Liu （2018）， Williamson （2025）．

他方で，移民に排他的な都市もある。たとえば，テキサス州デルリオ市は，移民や庇護希望者が越境
していた国境付近に設置されていた仮設トイレの撤去を決定した（Chacko and Price ［2025］）。

6 ）	 都市数は，参加団体一覧が記載されている Welcoming America （2024）， pp.19-22における都市
（city）の数にサンフランシスコとルイビル（Louisville Metro）を加えた数である。なお，2023年現在，
ウェルカミング・ネットワークには地方政府125団体と非営利団体150団体が参加している。

7 ）	 聖域都市については明確な定義があるわけではなく，その数についても評価は分かれている。
聖域都市については西山（2019）や安岡（2017）などを参照。

8 ）	 財政学が移民を検討する意義については掛貝 ・ 早﨑（2025）を参照。倉地他（2025），髙橋 ・ 倉地
（2022），谷 ・ 関根（2022），沼尾他（2023）は，移民や外国につながる人々への支援政策を財政民主
主義や財源保障の観点から検討している。

9 ）	 関連する先行研究として横田（2008）は，1970年代から2000年代前半におけるニューヨーク市
の危機と再生を予算制度・予算過程の観点から検討している。ニューヨーク市の移民と教育について
東（2011）は移民教育政策を検討しており，塙（2012）第 3 章は教育財政の観点から検討している。
西山（2020）はアメリカの多文化主義と社会福祉政策の政治についてニューヨーク市の事例を参照し
て検討している。ニューヨーク市を事例としているわけではないが，岡田（2020）はアメリカにおけ
る移民と都市住宅政策を検討している。

10）	 New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs （2025）， p. 5 .
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政策部とする）と関係機関が連携して多岐にわたる移民支援政策を展開している。

本稿の構成は次の通りである。第一に，アメリカにおける大都市の移民支援政策の実施状況

を示す。第二に，ニューヨーク市における移民の現状と移民支援政策の概要を示す。第三に，

ニューヨーク市の移民支援政策と財政運営について，アダムス市政期に焦点を当てて検討する。

具体的には，2022年春以降の庇護希望者の受け入れを財政運営の観点から検討する。さらに，

移民支援ニーズの予算化における市議会の役割について検討する。おわりに，本稿の内容をま

とめる。

1 ．アメリカにおける大都市の移民支援政策の実施状況

アメリカでは移民の多くは都市に居住している。2023年現在，最も多くの移民が居住してい

るのはニューヨーク大都市圏であり，アメリカにおける移民人口の13％が居住している11）。ロ

サンゼルス大都市圏とマイアミ大都市圏にも多くの移民が居住しており，アメリカの移民人口

に占める割合はロサンゼルス大都市圏では 9 ％，マイアミ大都市圏では 6 ％である12）。

都市では住民に占める移民の割合が比較的大きい。人口に占める外国生まれ人口の割合をみ

ると，アメリカ全体では13.7％であるのに対し，主要大都市では21％，都市カウンティでは22

％である13）。表 1に示されているように，マイアミ市，サニーベール市，フリーモント市，サ

ンタクララ市，ジャージーシティ市，サンノゼ市，ベルビュー市では，総人口の 4 割以上が外

国生まれ人口である。

大都市の多くは移民に寛容であり，様々な移民支援政策を独自に展開している。大都市の移

民支援政策は，おおまかに次の 5 つのカテゴリーに分けられる14）。すなわち，①地方自治体を

移民にとって身近にする取り組み，②修辞的または象徴的な支援，③移民向け社会サービス，

④移民取り締まりからの保護，⑤移民向け経済開発プログラム，である。

その具体的内容をみると，表 2に示されているように， 5 割以上の都市が非正規移民に対す

る住宅差別の禁止，バイリンガル職員または通訳サービスの提供，自治体職員としての移民の

採用，移民を称えるイベントの開催，移民団体への現物支援や資金支援，翻訳した資料の配付，

委員会における移民の登用，移民誘致プログラムなどを行っている。他方で，聖域都市宣言や

職員による滞在資格確認の禁止を実施している都市は 2 割程度，市独自の身分証（ID カード）

11）	 Kramer and Passel （2025）．
12）	 Ibid.
13）	 Berube （2024）．ここでの主要大都市は，2023年現在の人口が50万人以上の111大都市圏における

人口10万人以上の148都市を指す。都市カウンティは，主要大都市圏において，住民の少なくとも
95％が都市部に居住しているカウンティを指す。

14）	 Williamson （2025）。
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表 １　外国生まれ人口の割合が高い10都市

都市（大都市圏・州）
総人口
（人）

外国生まれ
人口（人）

外国生まれ人口
の割合（％）

マイアミ （マイアミ・フロリダ） 443,665 256,805 57.9
サニーベール （サンノゼ・カリフォルニア） 154,573 76,300 49.4
フリーモント （サンフランシスコ・カリフォルニア） 228,795 111,689 48.8
サンタクララ （サンノゼ・カリフォルニア） 128,058 57,748 45.1
ジャージーシティ （ニューヨーク・ニュージャージー） 287,899 118,527 41.2
サンノゼ （サンノゼ・カリフォルニア） 1,001,176 410,543 41.0
ベルビュー （シアトル・ワシントン） 150,606 61,319 40.7
ニューヨーク （ニューヨーク・ニューヨーク） 8,622,467 3,133,149 36.3
ロサンゼルス （ロサンゼルス・カリフォルニア） 3,881,041 1,395,920 36.0
ニューアーク （ニューヨーク・ニュージャージー） 307,355 106,674 34.7

（注 1 ）対象期間は2018～22年。
（資料）Berube （2024）より作成。

表 2　アメリカにおける100大都市の移民支援政策の実施状況　2022年

移民支援政策 実施率（％）
非正規移民に対する住宅差別の禁止 99
バイリンガル職員または通訳サービスの提供 93
自治体における移民または移民と同民族の職員の採用 89
移民を称えるイベントの開催 77
移民支援における非政府組織（NGO）との連携 76
移民団体への現物支援 76
バイリンガル候補者を惹きつける採用慣行の設計 75
移民団体への資金支援 67
資料の翻訳 65
委員会委員の移民の募集 59
外国の身分証明書（例．メキシコ領事身分証明書）の承認 58
移民を支持する決議の採択 57
移民問題に関する諮問機関の設置 54
移民コミュニティとの指定連絡担当職員の設置 54
移民誘致プログラム 51
移民向け起業支援 43
移民向け職業訓練 42
移民担当部局の設置 40
聖域都市宣言 23
職員による滞在資格確認の禁止 22
市の身分証（ID カード）の発行 14

（資料）原資料である American Immigration Council, New American Economy （NAE） Cities Index 
［https://www.americanimmigrationcouncil.org/cities-index/about-cities-index/#methodology］ 
（2026年 1 月15日閲覧）も参照して Williamson （2025）より作成。
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を発行している都市は 1 割程度に留まっている。政策によって実施率が異なっているように，

具体的にどのような移民支援政策を実施しているかは都市によって様々である。

2 ．ニューヨーク市における移民の現状と移民支援政策

（ 1）移民の現状

前述のように，2023年現在，ニューヨーク市には人口の38％を占める303万8,550人の移民（外

国生まれ住民）がいる15）。図 1に示されているように，2013年以降の移民人口の推移をみると，

2015年に320万人に達してから緩やかに減少し，2020年に301万人となった。そして2021年に 6

万6,000人増えたが，2022年と2023年はそれぞれ前年に比べて減少している。ニューヨーク市

には様々な移民が居住している。ここでは，移民の現状を出身国やアメリカ滞在年数，言語，

学歴などの点についてみていく。

ニューヨーク市の移民の出身国は多様である16）。その内訳はドミニカ共和国12.7％，中国

11.1％，ジャマイカ5.3％，メキシコ4.7％，エクアドル4.4％，ガイアナ4.2％，バングラデシュ

3.5%，ハイチ2.9％，コロンビア2.8％，トリニダード・トバゴ2.2％，その他46.4％であり，ド

ミニカ共和国，中国，ジャマイカの 3 か国で 3 割を占めている（2023年現在）17）。

移民の大半はアメリカに長期にわたり滞在している。アメリカに 5 年以上滞在している移民

が89％，20年以上滞在している移民が55％を占めている18）。

移民の滞在資格をみると，60％は帰化した市民（naturalized citizens），27％は合法的永住

者 及 び 非 移 民（LPRs and non-immigrants），13 ％ は 非 正 規 移 民（undocumented immi-

grants）である（2022年現在）19）。

移民の多いニューヨーク市では様々な言語が話されている。およそ600～700の言語が話され

ており，そのなかで多く話されているのはスペイン語，中国語，ロシア語，フランス・クレオ

ール語，ベンガル語などである20）。ニューヨーク市住民の約50％は英語以外の言語を話してい

る21）。英語能力が限られている者（Limited English Proficiency）の割合は，ニューヨーク市

15）	 以下，本節では外国生まれ住民を移民としている。
16）	 東（2011） 6 ～ 7 ページは，ニューヨーク市の移民の出身国が多様であり，特定の国籍や民族に集

中していないことを他都市と比べたニューヨーク市の特徴として指摘している。
17）	 New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs （2025）， p. 6 。なお，Ibid., pp. 6 -10の原デー

タはアメリカ国勢調査局のアメリカ地域調査（American Community Survey）2023年版である。
18）	 Ibid., p. 7 .
19）	 New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs （2024）， p.11. 非移民は一時ビザで入国した学

生や労働者を含む。
20）	 Williams （2025）， p. 8 .
21）	 Ibid.
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（資料）New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs （2024）， p. 11, New York City Mayor’s Office of Immigrant 
Affairs （2025）， p. 5 より作成。
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図 1　ニューヨーク市の外国生まれ人口

表 3　ニューヨーク市の外国生まれ労働力人口（産業別）　2023年

産業
外国生まれ労働力人口 労働力人口に占める

外国生まれ労働力人
口の割合（％）

人口
（1,000人）

構成比
（％）

天然資源・鉱業 0.5 0.0 7.2
情報 21.4 1.2 20.6
製造業 68.9 3.8 54.7
行政 69.4 3.8 42.0
その他サービス 111.4 6.2 59.9
金融 117.6 6.5 31.8
建設業 159.3 8.8 69.5
卸・小売業 166.6 9.2 43.6
運輸・公益事業 171.4 9.5 65.3
レジャー・ホスピタリティ 194.8 10.8 43.1
専門・ビジネスサービス 241.5 13.3 35.5
教育・保健サービス 488.1 27.0 43.6
合計 1,810.9 100.0 44.4

（資料）Office of the New York State Comptroller （2024b）， p. 6 より作成。
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住民全体で25％であるが，移民では48％である22）。英語能力の限られている移民の約75％はス

ペイン語，中国語（主に北京語または広東語），ロシア語，ベンガル語の 4 言語を話してい

る23）。

移民（16歳以上）の学歴をみると，学士号以上の学位を有する者が33％を占めている一方，

高校卒業未満の者が24％を占めている24）。アメリカ生まれ住民の90％は少なくとも高校を卒業

しており，アメリカ生まれ住民に比べて移民の学歴は低い25）。

移民とアメリカ生まれ住民では医療保険の加入率においても差がある。ニューヨーク市の移

民の 9 ％は医療保険に加入していないが，この割合はアメリカ生まれ住民の 2 倍以上である26）。

ニューヨーク市経済において移民は不可欠な労働力である。移民の労働参加率は61％であり，

180万人の移民労働者が働いている27）。表 3に示されているように，ニューヨーク市では労働

力人口の44.4％を移民が占めている。労働力人口に占める移民の割合が比較的大きい産業は建

設業，運輸・公益事業，その他サービス業，製造業である。移民が働いている主な産業は教育・

保健サービス，専門・ビジネスサービス，レジャー・ホスピタリティであり，これらの産業で

全体の51.4% を占めている。移民労働者の集中する産業の賃金水準は，民間部門全体と比較し

て著しく低い傾向がある。2022年の平均賃金をみると，医療・社会福祉サービス業は 5 万

7,709ドル，宿泊・飲食サービス業は 4 万4,144ドルであるのに対し，民間部門全体は11万6,753

ドルである28）。

（ 2）移民支援政策

ニューヨーク市において移民，特に市民でない移民は言語的障壁，法的身分の欠如にともな

う諸問題（社会サービスの受給資格の欠如，雇用機会の不足，就労許可を得るための長期かつ

困難な法的手続き，国外退去のリスク），労働者の権利の侵害，不安定住居，医療アクセスの

障壁，複雑で馴染みのない教育制度といった課題に直面している29）。

このような課題に直面している移民に対してニューヨーク市は，移民政策部と関係機関（社

会サービス局，人的資源局，青少年・地域開発局，教育局など）が連携し，法律支援，英語学

習支援，多言語での電話通訳や文書の翻訳，保育支援（低所得の非正規移民を対象に保育料を

助成する Promise NYC），医療保障（無償または低額で医療サービスを提供する NYC Care），

22）	 Ibid., pp. 8 - 9 .
23）	 New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs （2025）， p. 6 .
24）	 Ibid., p. 9 .
25）	 Ibid.
26）	 Ibid., p.10.
27）	 Office of the New York State Comptroller （2024）， p. 1 .
28）	 Ibid., p. 7 .
29）	 New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs （2025）， p. 2 .
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身分証の発行（10歳以上の住民に無料で発行される IDNYC），公教育（ 4 歳から21歳まで対象）

などの多岐にわたる支援やサービスを提供している。

ニューヨーク市は非正規移民も含むすべての住民が市のサービスを利用するように促進して

おり30），これらの支援やサービスを基本的に滞在資格に関わらずに提供している。

3 ．ニューヨーク市の移民支援政策と財政―アダムス市政期の財政運営

ここからは，アダムス市政期の財政運営を事例として，ニューヨーク市の移民支援政策を財

政の観点から検討する。まず，ニューヨーク市財政の歳出・歳入構造の特徴を把握する。次に，

2022年春以降の庇護希望者の受け入れをめぐる財政運営を検討する。さらに，移民支援ニーズ

を予算化するうえで市議会の果たしている役割を検討する。

（ 1）ニューヨーク市財政の歳出・歳入

ニューヨーク市の移民支援政策はどのような財政構造を基盤として行われているのか。ここ

では，市の運営や基本的な公共サービスの経常支出及び収入を経理する一般基金に焦点を当て，

ニューヨーク市財政の歳出・歳入の構造を把握する。

ニューヨーク市は治安維持，教育，社会サービス，環境保護，交通，住宅，保健などの幅広

い分野を担っているが，表 4に示されているように，2025年度31） において支出が比較的大きい

のは教育，社会サービス，治安・司法であり，これらで57.3％を占めている。歳入面では不動

産税を中心として売上・利用税や個人所得税などで構成される地方税収入が68.3％を占めてい

る。連邦政府や州政府等からの補助金は25.4％を占めているが，そのほとんどが特定補助金で

あり，一般補助金は極めて少ない。表 4には示されていないが，特定補助金のおよそ 7 割は州

補助金であり， 3 割は連邦補助金である32）。特定補助金の交付される分野については，州補助

金では教育が68％を占めており，連邦補助金では社会サービスが44.1％，教育が25.4％，住宅

が10.3％を占めている33）。

このように，ニューヨーク市では教育，社会サービス，治安・司法などの支出が地方税を中

30）	 移民政策部の目的を規定しているニューヨーク市憲章第 1 章第18節 a は，外国生まれの者，外国語
を話す者，非正規移民を含むすべての住民が市のサービスを利用するよう，市が促進することが望ま
しいと定めている。さらに，2003年に発令された市長命令（Executive Order）34号と41号は，すべ
てのニューヨーク市住民が，滞在資格を問われることなく市の重要なサービスを利用できることを基
本的に認めている（New York City Mayor’s Office of Immigrant Affairs, Legal Library ［https://
www.nyc.gov/site/immigrants/about/legal-library.page］ 2026年 3 月 2 日閲覧）。

31）	 ニューヨーク市の財政年度は 7 月から翌年 6 月であり，年度末の属する暦年で示される。
32）	 Office of the New York City Comptroller （2025）， p.260より算出。
33）	 Ibid. より算出。不適格規定（Provision for Disallowance）による減額分は含まれない。
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心とする収入で賄われている。ただし，教育や社会サービスでは州補助金や連邦補助金も主要

な財源である。

（ 2）庇護希望者受け入れの財政運営

2022年春以降，ニューヨーク市は多くの庇護希望者を受け入れ，避難所，食事，医療，法律

支援などを提供している。ニューヨーク市は誰に対しても「避難する権利（Right to 

Shelter）」を保障しており，滞在場所を希望する者に避難所（shelter）を提供する義務がある。

2022年春から2025年秋にかけて，23万9,200人の庇護希望者がニューヨーク市の提供する避難

所に滞在した34）。図 2に示されているように，ニューヨーク市の避難所を利用した庇護希望者

数は2022年 9 月から急増し，2024年 1 月には 6 万8,000人ほどが滞在した。その後は緩やかに

34）	 Office of the New York City Comptroller, “Accounting for Asylum Seeker Services: Asylum 
Seeker Census”, New York City. ［https://comptroller.nyc.gov/services/for-the-public/accounting-
for-asylum-seeker-services/asylum-seeker-census/］ （2026年 3 月 4 日閲覧）．

表 4　ニューヨーク市財政（一般基金）の歳出・歳入　2025年度決算
（単位：100万ドル，％）

歳出 金額 構成比 歳入 金額 構成比

一般政府 5,112 4.3 地方税 80,315 68.3

治安維持・司法 12,839 10.9  不動産税 34,757 29.5

教育 34,051 28.9  売上・利用税 11,264 9.6

市立大学 1,262 1.1  個人所得税 16,102 13.7

社会サービス 20,642 17.5  その他所得税 14,119 12.0

環境保護 3,633 3.1  その他税 4,073 3.5

交通 2,755 2.3 特定補助金（連邦・州・その他） 29,895 25.4

公園・娯楽・文化活動 848 0.7 一般補助金（連邦・州） 53 0.0

住宅 2,093 1.8 サービス使用料 3,501 3.0

保健 5,477 4.7 その他 3,896 3.3

図書館 500 0.4 合計 117,660 100.0

年金 9,916 8.4

賠償金 1,376 1.2

福利厚生費 8,689 7.4

公債費 8,166 6.9

その他 332 0.3

合計 117,691 100.0

（資料）Office of the New York City Comptroller （2025）， pp.24, 26より作成。
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減少し，2025年 9 月には 3 万4,000人ほどが滞在した。

庇護希望者受け入れにおける避難所や医療等の提供にかかる支出のほとんどは市財源と州財

源で賄われ，連邦財源は極めて限られている。表 5に示されているように，2023年度から2025

年度の 3 年間でニューヨーク市は全体の 6 割を占める49億3,900万ドルを負担している。特に

2023年度は市財源が 8 割近くを占めている。州財源は2023年度に 2 割ほどを占めているが，

（注 1 ）月平均。
（資料）Office of the New York City Comptroller, “Accounting for Asylum Seeker Services: Asylum Seeker Census”, 

New York City. ［https://comptroller.nyc.gov/services/for-the-public/accounting-for-asylum-seeker-services/asy-
lum-seeker-census/］ （2026年 2 月26日閲覧）より作成。
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図 2　ニューヨーク市の財源で提供された避難所における庇護希望者数の推移

表 5　庇護希望者受け入れ支出の財源
（単位：100万ドル，％）

2023年度 2024年度 2025年度 合計

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

ニューヨーク市 1,139 77.3 2,323 61.9 1,477 48.9 4,939 59.9

ニューヨーク州 335 22.7 1,310 34.9 1,455 48.2 3,100 37.6

連邦 ― ― 120 3.2 88 2.9 208 2.5

合計 1,474 100.0 3,752 100.0 3,020 100.0 8,246 100.0

（注 1 ）2025年10月時点の実績額。
（注 2 ）四捨五入のため合計が一致しない場合がある。
（資料）Office of the New York City Comptroller, “Accounting for Asylum Seeker Services: Fiscal Impact”, New York 

City. ［https://comptroller.nyc.gov/services/for-the-public/accounting-for-asylum-seeker-services/fiscal-im-
pacts/］より作成（2026年 2 月20日閲覧）。
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2024年度から増加し， 3 年間の合計では全体の 4 割近くを占めている。他方で連邦財源は2023

年度に交付されておらず， 3 年間の合計でわずかに2.5％を占めるに過ぎない。

庇護希望者の受け入れにおいて財政はどのように運営されたのか。ここでは2024年度に焦点

を当ててみていきたい。図 2に示されているように，2024年度は庇護希望者の受け入れ人数が

急増していた時期であり，庇護希望者受け入れの財政負担が財政運営をめぐる主要な争点とし

て議論された。

アダムス市長は2023年 8 月に庇護希望者受け入れ費用の推計を改訂し，市の政策変更や連邦

と州からのいっそうの財政支援がなければ，2024年度と2025年度の 2 年間でおよそ108億ドル

（2024年度47億ドル，2025年度61億ドル）の支出が見込まれるとした35）。これは市の財政計

画36） に計上されていた予算額39億ドルの 3 倍近い金額であり，70億ドルほどの追加的な資金が

必要であるとした。アダムス市長は「私たちの思いやりは無限かもしれませんが，資源はそう

ではありません」と述べ37），庇護希望者の受け入れが財政的に難しい課題であることを強調し

た。

9 月には，庇護希望者受け入れ支出に加えて，税収の鈍化や連邦政府による新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）関連の財政支援の終了によって予算不足の発生が見込まれるため，

各機関の市財源支出を 5 ％削減する予算不足解消プログラム（Program to Eliminate the 

Gap：PEG）を 3 回にわたり実施し，2023年11月財政計画，2024年 1 月予備予算，2024年 4 月

執行府予算に盛り込むことが公表された38）。ニューヨーク市は予算の均衡を義務付けられてい

る。予算不足解消プログラムとは，予算均衡を達成するために予算を削減する措置であり，①

各機関における効率化（支出削減，収入徴収強化，採用凍結など），②支出の再見積もり，③

収入の再見積もり，④サービス削減，⑤公債費削減で構成される39）。

第一弾の予算不足解消プログラムが盛り込まれた財政計画は11月に公表された。そこでは

2024年度の予算は均衡するものの，2025年度に71億1,000万ドルの予算不足が生じると見込ま

れた40）。71億ドルという規模は，2011年度以降に生じた最大規模の予算不足であった41）。表 6

に示されているように，2025年度の予算不足は予算不足解消プログラムや税収増加などによっ

35）	 New York City Office of the Mayor （2023a）．
36）	 ニューヨーク市の財政計画は当年度の予算が将来年度の予算にどのような影響を与えるかについて

支出と収入の見通しを示すものである。財政計画は一会計年度に四回（11月， 1 月， 4 月， 6 月）公
表されている。 1 月は予備予算， 4 月は執行府予算， 6 月は採択予算とともに公表され，11月は 6 月
の財政計画を改訂したものである。

37）	 Ibid.
38）	 New York City Office of the Mayor （2023b）．
39）	 New York City Mayor’s Office of the Management and Budget （2023b）．
40）	 New York City Mayor’s Office of the Management and Budget （2023a）．
41）	 Office of the New York State Comptroller （2023）， p. 3 .
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て2023年 6 月財政計画よりも24億3,200万ドル削減されているものの，庇護希望者受け入れ支

出が大部分を占める支出増加によって51億600万ドル増加した結果，26億7,400万ドル増加して

いる。そこで，第二弾の予算不足解消プログラムでは，2024年度から2025年度の 2 年間で庇護

希望者受け入れ支出を20％，金額にして21億ドル削減するとされた42）。

2024年 1 月に公表された2025年度予備予算及び財政計画では，各機関支出（警察局，消防局， 

衛生局は除く）に加えて庇護希望者受け入れ支出も削減する第二弾の予算不足解消プログラム

が実施された43）。警察局，消防局，衛生局が除外されたのは，追加的な削減による治安，保健，

街の清潔さへの影響が懸念されたからである。庇護希望者受け入れ支出については，避難所の

滞在期間制限やケア提供における世帯当たり日当費用の引き下げによって2023年 8 月推計より

も2025年度で12億ドル，2024年度と合わせると17億ドル削減された44）。一方で，新型コロナウ

42）	 Ibid., p. 9 .
43）	 New York City Mayor’s Office of the Management and Budget （2024a）．
44）	 Ibid., p.13. 子どものいる家族の滞在期間は2024年 1 月から60日に制限された（ただし，ホームレス

表 6　ニューヨーク市の予算不足　2023年11月財政計画
（単位：100万ドル）

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度
予算不足（2023年 6 月財政計画） － －5,079 －6,836 －7,900
歳入変化
　税収 558 420 427 476
　収入（税収を除く） 112 40 20 14
　予算不足解消プログラム（収入） 106 111 108 103
　合計 776 571 555 593
歳出変化
　機関支出の変更 593 93 95 91
　予算不足解消プログラム（支出）
　　機関支出削減 －1,583 －1,846 －1,725 －1,733
　　公債費 －24 －15 －84 －119
　　小計 －1,607 －1,861 －1,809 －1,852
　庇護希望者受け入れ 1,354 4,828 2,000 1,000
　その他 －207 185 －104 －161
　合計 133 3,245 182 －922
純変化（= 歳入変化合計－歳出変化合計） 643 －2,674 373 1,515
予算不足（前払い前） 643 －7,753 －6,463 －6,385
2024年度前払い －643 643 － －
予算不足（2023年11月財政計画） － －7,110 －6,463 －6,385

（注 1 ）正の値の予算不足は予算余剰を示している。
（資料）New York City Mayor’s Office of the Management and Budget （2023a）より作成。



ニューヨーク市の移民支援政策と財政 43

イルス感染症のパンデミックにより低迷した市経済の回復にともなう税収増加が見込まれ，予

算不足解消プログラムの規模は当初よりも縮小されたうえ，前回の予算不足解消プログラムで

削減された支出の一部が回復された。

4 月に公表された2025年度執行府予算及び財政計画では，2023年の市経済実績が好調で予想

を上回る税収増加が見込まれることや庇護希望者受け入れ支出をさらに10％削減することで第

三弾の予算不足解消プログラムは中止され，すでに実施された予算不足解消プログラムで削減

された支出の一部が回復された45）。

このように，アダムス市長は庇護希望者受け入れ支出を予算不足の主因とし，各機関支出を

一律で節減する緊縮的な財政運営を図った。

アダムス市議会議長とブランナン市議会財政委員会委員長は，アダムス市長の財政運営を，

誤った短絡的な予算管理のアプローチであり，財政難の理由を庇護希望者に帰すのは誤ってい

ると批判した46）。そして各機関に一律削減を課すのではなく，投資の優先順位を定め，非効率

で無駄な支出を削減し，収入を確保するべきだとして，具体的には教育，保育，住宅への支出，

公共的利益の不明瞭な企業向け税優遇措置の削減，罰金や手数料の徴収強化を提案した47）。ま

た，ランダー市会計監査局長は，予算削減は最も脆弱な立場にある人をはじめとしてすべての

ニューヨーク市住民のウェルビーイングを損なうおそれがあるとし，庇護希望者受け入れ支出

は予算不足の一部にしか寄与しておらず，予算削減の理由にするべきではないと批判した48）。

さらに，財政政策研究所（Fiscal Policy Institute）のガスドルフ所長は，各機関予算を一律

で合計15％削減することについて，庇護希望者受け入れの財政的影響を過大に評価していると

指摘した49）。ニューヨーク移民連合（New York Immigration Coalition）のエグゼクティブ・

ディレクターであるアワウデ氏も，アダムス市長は庇護希望者をスケープゴートにしていると

批判した50）。同氏はクイン元市議会議長とともに，緊急避難所の設置に注力するのではなく，

自立して安定的な住居に移るための長期戦略として市の家賃補助プログラムである

サービス局の避難所の滞在家族を除く）。制限導入の実態については，妊婦が退去させられた後に妊
娠後期の妊婦の免除が発表されたり，シェルターに戻る権利やルールの適用免除につながる合理的配
慮を求める権利についての十分な説明が行われなかったりと制限が場当たり的に実施されたこと，す
べての家族に集中的なケースマネジメントを約束したが，自立支援にならない限定的なケースマネジ
メントサービスしか提供されていないこと，小学生の子どもがいる家族のホームレスサービス局の避
難所への再入居を拒否し，子どもの学習に悪影響をおよぼす頻繁な引っ越しを強いたことなどの問題
点が指摘されている（Office of the New York City Comptroller ［2024］）。

45）	 New York City Mayor’s Office of the Management and Budget （2024b）．
46）	 Adams and Brannan （2023）．
47）	 Ibid.
48）	 Office of the New York City Comptroller （2023）．
49）	 Fiscal Policy Institute （2023）．
50）	 Corona （2023）．
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CityFHEPS（City Fighting Homelessness and Eviction Prevention Supplement）の利用を移

民の滞在資格に関わらず認めることを求めた51）。

他方で，ニューヨーク市財政の監視・分析を行う非営利団体である市民予算員会（Citizens 

Budget Commission）は，庇護希望者受け入れ支出を除いても市の近年の支出は著しく増加し

ており，25年度以降も予算不足が見込まれるなかで第三弾予算不足解消プログラムを中止する

のは賢明ではないとした52）。

アダムス市長が庇護希望者の受け入れに対して支出削減という緊縮的な財政運営を図った要

因として，予算の均衡が強く求められること，庇護希望者受け入れ支出の多くを自主財源で賄

っていることが挙げられる。しかし，アダムス市議会議長とブランナン市議会財政委員会委員

長が提案しているように，特定分野に優先的に支出することや収入確保策を講じることも制度

的には可能である。

むしろ重要な要因はアダムス市長が財政規律を重視したことである。アダムス市長は就任し

て初めての予算となる2023年度予備予算を公表した際の演説において，「私の市政は財政規律

を徹底的に追求する。私たちは自分たちのお金を支出しているのではない。あなたたちのお金

を支出しているのだ」，「財政規律は私の市政の特色となるだろう」，「成功はどれだけ支出した

かではなく，どれだけ達成できたかによって測られるだろう」，「政府の無駄遣いと非効率に抵

抗しなければならない」，「政府は人々のために働き，納税者の資金を効率的に活用しなければ

ならない」と述べ53），財政規律や支出の効率性を強調した。

それに対して，アダムス市議会議長とブランナン市議会財政委員会委員長は，アダムス市長

の財政運営を批判した論説において，「政府として，私たちの責務はニューヨーク住民にサー

ビス―教育，アフォーダブル住宅，そして人々の健康的な生活を支えるその他のサービスを

提供することである。私たちの税はサービスに充てられる―それは施しではなく，住民が税

によって受ける権利のある公共財なのである」と述べている54）。

このように，アダムス市長が財政規律を重視しているのに対して，アダムス市議会議長とブ

ランナン市議会財政委員会委員長は必要な公共サービスの提供を重視している。こうした財政

観の相違が財政運営の方向性の相違をもたらしたといえる。

（ 3）移民支援ニーズの予算化における市議会の役割

ニューヨーク市において市議会は，移民支援ニーズを予算化するうえで積極的な役割を担っ

ている。表 7に示されているように，2024年度採択予算の主な移民支援政策関連予算において，

51）	 Awawdeh and Quinn （2023）．
52）	 Citizens Budget Commission （2024）．
53）	 New York City Office of the Mayor （2022）．
54）	 Adams and Brannan （2023）．
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市議会イニシアチブ事業（City Council Initiatives）が全体の24％を占めている。市議会イニ

シアチブ事業は，市議会裁量資金制度（City Council Discretionary Funding）による事業であ

る。市議会裁量資金制度は，市議会・議員が地域のニーズに応じ，市機関によるサービスのギ

ャップを埋めるために非営利団体に資金を配分する仕組みである55）。2024年度採択予算の市議

会イニシアチブ事業には法律支援，保健，識字プログラムなどの支援事業が含まれている56）。

このように，市議会裁量資金制度による市議会イニシアチブ事業を通して，市の行政機関にく

み取られていない移民支援ニーズが予算化されている。

図 3に示されているように，市議会裁量資金制度における移民支援予算は2026年度に前年度

の3,524万ドルから8,609万ドルへと大幅に増加している。これは，第二次トランプ政権の移民

取り締まり強化によって法律支援ニーズが増加していることを受けて，法律支援事業が5,086

万ドル増加したためである57）。2026年度執行府予算をアダムス市長は「これまでで最高の予算」

としたが58），市議会は移民支援予算が不十分であるとして，その増額を要求した59）。ニューヨ

ーク移民連合の最高責任者であるアワウデ氏も，移民の緊急ニーズである法律支援を充たすに

は大幅に不足していると批判した60）。

市議会が移民支援ニーズの充足に積極的である要因として，前述したアダムス議長とブラン

55）	 市議会裁量資金制度について大杉（2013）36～38ページ，New York City Council （2023b）を参照。
56）	 New York City Council Finance Division （2024）， pp. 4 - 5 .
57）	 New York City Council （2024）， p.128, New York City Council （2025a）， p.134より算出。
58）	 New York City Office of the Mayor （2025）．
59）	 New York City Council （2025b）．
60）	 Corona （2025）．

表 7　ニューヨーク市の主な移民支援政策関連予算　2024年度採択予算
（単位：1,000ドル，％）

金額 構成比

移民政策部 746 0.3

Action NYC 7,900 3.2

その他法律サービス 19,600 7.9

IDNYC 13,900 5.6

NYC Care 100,000 40.3

成人向け識字プログラム 43,400 17.5

移民家族等へのサービス 2,995 1.2

市議会イニシアチブ事業 59,665 24.0

合計 248,206 100.0

（資料）New York City Council Finance Division （2024）， p. 2 より作成。
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（注 1 ）採択予算の予算額。
（注 2 ）移民支援事業は様々な分野で実施されているが，ここでの移民支援予算は移民サービス（Immigrant Services）

分野に限定している。
（資料）New York City Council （2014-2022, 2023a, 2024, 2025a）より作成。

（注 1 ）四捨五入により合計が100％になるとは限らない。
（資料）de Graauw and Vermeulen （2016）， p.1001より作成。
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図 3　市議会裁量資金制度における移民支援予算の推移

図 4　ニューヨーク市議会議員の民族・人種構成
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ナン市議会財政委員会委員長の見解に示されているように，必要な公共サービスの提供を重視

していることが挙げられる。さらに，市議会議員の構成が民族・人種の多様性に富んでいるこ

とが重要である61）。図 4に示されているように，市議会における白人議員の割合は低下してお

り2014年には過半数に満たない。他方で移民背景のある民族・人種の割合は増加しており，

2002年及び2014年にはアジア系議員もいる。2021年の市議会議員選挙では議会史上初めて 5 人

のアジア系アメリカ人が選出された62）。2022年に市議会の過半数を占めているのは黒人及び褐

色人種の議員であり63），議長に就任したアダムス議員は議会史上初めてのアフリカ系アメリカ

人議長である。

このように，必要な公共サービスの提供を重視する議長の下，民族・人種の多様性に富んだ

議員で構成されている市議会は，移民支援ニーズの予算化において積極的な役割を担っている。

おわりに

アメリカにおける大都市の多くは移民に寛容であり，様々な移民支援政策を独自に展開して

いる。多くの様々な移民がいるニューヨーク市は，移民政策部と関係機関が連携し，多岐にわ

たる支援政策を移民の滞在資格を基本的に問わずに展開している。2022年春以降は多くの庇護

希望者を受け入れ，避難所や医療等を提供している。

ニューヨーク市の財政は自主財源が中心であり，特に連邦補助金は限られている。移民支援

政策の予算制約は厳しく，庇護希望者の受け入れに対して，財政規律を重視するアダムス市長

は，庇護希望者の受け入れを予算不足の主因に位置づけ，支出を削減する緊縮的な財政運営を

図った。他方で，公共サービスの提供を重視し，民族・人種の多様性に富む市議会は，移民支

援ニーズをくみ取り，予算化するうえで積極的な役割を担っている。

移民支援政策は財政運営と相互に関連しており，財政の観点から検討されるべき重要な課題

であることをニューヨーク市の事例は示唆している。

＊本研究は JSPS 科研費 JP23K25598の助成を受けたものである。
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